
第2回 生産性向上など国補助金に係る

説明会＆相談会
令和7年9月10日(水)

13：30開始
まもなく始まります。このままお待ちください



支給額

支給対象者

支給要件

従業員1人あたり5万円、最大20人分
(法人番号単位の申請/最大100万円)

県内に事業所を有する中小企業等
※公益法人、協同組合、個人事業主(従業員1人以上雇用)も含む。

(１) 賃上げの対象従業員
県内事業所に勤務する正規及び非正規雇用労働者
※非正規雇用労働者は、週所定労働時間が20時間以上であること。

(２) 賃上げ額
令和7年4月1日から令和7年11月30日までの期間において、
従業員の賃金を賃上げ月の前月と比較して5％以上引き上げ

※賃上げの対象は基本給とし、定期昇給・ベースアップは問わない。
※最低1月以上、引き上げ後の賃金支給実績があること。
※賃上げ額の確認は、支援金の対象として申請された従業員についてのみ行う。

(例：従業員数20人の事業所で、5人の従業員の賃金を
それぞれ5％以上引き上げた場合は、5人分の支援金が申請可能)

(３) その他
① 引き上げ後の賃金水準を1年間継続すること。
② 法人の場合、パートナーシップ構築宣言の宣言企業であること。
③ 賃上げを目的とする他の助成金等を受給していないこと。

ぐんま賃上げ促進支援金

群馬県では、従業員の賃金を5％以上引き上げた
県内の中小企業等を対象に、

従業員1人あたり5万円(最大20人分)を支給します。

市町村連携 太田市・館林市・渋川市・玉村町・大泉町が上乗せを実施
※詳細は特設サイトを御確認ください。

申請期間 令和7年7月14日(月)から令和7年12月26日(金)まで
※予算上限に達した場合は前倒しで終了。

申請方法 特設サイトから申請
https://gunma-chinage.pref.gunma.jp/

詳細は裏面



「ぐんま賃上げ促進支援金」
についてのアンケート

待ち時間にてご回答いただければ幸いです。



中小企業・小規模事業者向け補助金等について

ｰ第2回生産性向上など国補助金に係る説明会＆相談会ｰ

2025年９月

経済産業省 関東経済産業局
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成長
加速化
補助金

中堅・中小
成長投資補助金

売上拡大 新事業挑戦高付加価値化 省力化・デジタル化

様々な課題に対応した補助金メニュー

事業承継
M&A
補助金

新事業進出
補助金

持続化補助金
（創業型）

ものづくり
補助金

小規模事業者
持続化補助金

省力化
投資
補助金

IT
補
助
金

✓ 今の経営手法を活かし

て異分野に進出したい

✓ 承継前に事業を磨きたい

✓ M&Aにより統合効果を

出したい

✓ 商品をPRしたい

✓ 販路を拡げたい

✓新しい機械で新商品を作りたい

✓ 海外展開に取り組みたい

✓ 創業に挑戦したい

✓ 会社を急成長させたい

✓ 上場を目指したい

✓ 人手不足に対応したい

✓ 生産プロセスを改善したい



補助金の比較
ものづくり補助金

（製品・サービス高付加価値化枠）

省力化投資補助金
（一般型）

新事業進出補助金 成長加速化補助金

目的

生産性向上に資する革新的な新製品・新サービス開
発を行う事業のために必要な設備投資等に要する経
費の一部を補助する事業を行うことにより、生産性向
上を促進し経済活性化を実現することを目的とする。

IoT・ロボット等の人手不足解消に効果がある汎用製
品を導入するための事業費等の経費の一部を補助す
ることにより、省力化投資を促進して中小企業等の付
加価値額や生産性向上を図るとともに、賃上げにつ
なげることを目的とする。

既存事業と異なる事業への前向きな挑戦であって、新
市場・高付加価値事業への進出を後押しすることで、
企業規模の拡大・付加価値向上を通じた生産性向
上を図り、賃上げにつなげていくことを目的とする。

賃上げへの貢献、輸出による外需獲得、域内の
仕入による地域経済への波及効果が大きい売上
高100億円超を目指す中小企業の大胆な投資を
支援することを目的とする。

補助上限

【補助上限額】
5名以下     750万円  (850万円)
6～20名  1,000万円(1,250万円)
21~50名  1,500万円(2,500万円)
51名以上 2,500万円(3,500万円)

【補助下限額】
100万円

【補助率】
・中小企業  1/2以内(2/3以内)
・小規模・再生  2/3以内

【補助上限額】
5名以下       750万円(1,000万円)
6～20名   1,500万円(2,000万円)
21～50名  3,000万円(4,000万円)
51～100名 5,000万円(6,500万円)
101名以上 8,000万円      (1億円)
【補助率】
・中小企業
補助金額1,500万円まで 1/2以内(2/3以内)
1500万円を超える部分   1/3以内
・小規模・再生
補助金額1,500万円まで  2/3以内
1500万円を超える部分    1/3以内

【補助上限額】
20名以下       2,500万円(3,000万円)
21～50名       4,000万円(5,000万円)
51～100名     5,500万円(7,000万円)
101名以上     7,000万円(9,000万円)

【補助下限額】
750万円

【補助率】
1/2以内

【補助上限額】
5億円

【補助率】
1/2以内 

補助事業
実施期間

交付決定日から10カ月以内 交付決定日から18ヶ月以内 交付決定日から14ヶ月以内 交付決定日から 24カ月以内

対象経費
機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家
経費、運搬費、クラウ ドサービス利用費、原材料
費、外注費、知的財産権等関連経費

機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、
運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権
等関連経費

機械装置・システム構築費、建物費、運搬費、技術導
入費、知的財産権等関連経費、外注費、専門家経費、
クラウドサービス利用費、広告宣伝・販売促進費

建物費（拠点新設・増築等）、機械装置費（器具・
備品費含む）、ソフトウェア費、外注費、専門家経費

公募期間

【第21次】
公募受付開始：10月3日(金)
公募締め切り：10月24日(金)
採択発表日：1月下旬頃

【第3回】
採択発表日：11月下旬予定
【第4回】
未定

【第1回】
採択発表日：10月頃予定
【第2回】
未定

【第1次】
採択発表日：9月上旬(予定)

【第２次】
未定



補助金の比較
ものづくり補助金

（製品・サービス高付加価値化枠）

省力化投資補助金
（一般型）

新事業進出補助金 成長加速化補助金

賃上
要件 ◯ ◯ ◯ ◯

他補助金
との重複

本補助金の申請締切日を起点にして16か月以内に
以下の補助金の補助金交付候補者として採択された
事業者（採択を辞退した事業者を除く）、又は申請
締切日時点において以下の補助金の交付決定を受
けて補助事業実施中の事業者

・新事業進出促進補助金
・事業再構築促進補助金
・ものづくり補助金

①過去に以下補助金の交付決定を受け、応募締切
時点で事務局からの補助金支払が完了していない
事業者

・事業再構築促進補助金
・ものづくり補助金

②過去３年間に以下補助金の交付決定を合計で2
回以上受けた事業者

・事業再構築促進補助金
・ものづくり補助金

③観光庁の「観光地・観光産業における人材不足対
策事業」により設備投資に対する補助金の交付決定
を受けた事業者、あるいはその申請を行っている事業
者

本補助金の申請締切日を起点にして16か月以内に
以下の補助金の補助金交付候補者として採択された
事業者（採択を辞退した事業者を除く）、又は申請
締切日時点において以下の補助金の交付決定を受
けて補助事業実施中の事業者

・新事業進出促進補助金
・事業再構築促進補助金
・ものづくり補助金

ー

事務局等
HP
・

問合せ先

公募要領等はこちらから

ものづくり補助金
https://portal.monodukuri-hojo.jp/

公募要領等はこちらから

省力化投資補助金
https://shoryokuka.smrj.go.jp/

公募要領等はこちらから

新事業進出補助金
https://shinjigyou-shinshutsu.smrj.go.jp/

公募要領等はこちらから

成長加速化補助金
https://www.jgrants-

portal.go.jp/subsidy/a0WJ200000CDKBeMAP

https://portal.monodukuri-hojo.jp/
https://shoryokuka.smrj.go.jp/
https://shinjigyou-shinshutsu.smrj.go.jp/
https://www.jgrants-portal.go.jp/subsidy/a0WJ200000CDKBeMAP
https://www.jgrants-portal.go.jp/subsidy/a0WJ200000CDKBeMAP
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ものづくり補助金の目的

成長志向の中小企業者等が、物価高や賃上げ・最低賃金引上げ
等の事業環境変化に対応し、”稼ぐ力”を強化するために、革新
的な新製品・新サービス開発や海外需要開拓を行う事業のため
に必要な設備投資等に要する経費の一部を補助する事業を行う

中小企業者等の生産性向上を促進し経済活性化を実現



ものづくり補助金とは

正式名称

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金

対象業種は製造業だけではありません
出典：ものづくり補助金総合サイト はじめてのもの補助/動画用資料



ものづくり補助金で補助されるもの

新たな価値を提供することを目的に自社の技術等を
活かして新商品・新サービスを開発すること

①革新的な新製品・新サービス開発
（製品・サービス高付加価値化枠）

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版



ものづくり補助金で補助されるもの

・単に機械装置等を導入する
・同業者や同一地域において相当程度普及
・既存工程の効率化（プロセス改善）

新たな価値を提供することを目的に自社の技術等を
活かして新商品・新サービスを開発すること

①革新的な新製品・新サービス開発
（製品・サービス高付加価値化枠）

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版



ものづくり補助金で補助されるもの

国内の生産性を高める事業で以下の①～④のいずれか
①海外への直接投資
②海外市場開拓（輸出）
③インバウンド対応
④海外企業との共同事業

②海外需要開拓を行う事業
（グローバル枠）

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版



補助上限・補助率

製品・サービス高付加価値化枠

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版



補助上限・補助率

グローバル枠

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版



特例措置要件 

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版



補助対象経費

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版



基本要件

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版



基本要件（グローバル枠に追加されるもの）

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版

⚫グローバル要件①～④のいずれかの事業に該当し、国内の生産性を高めること
⚫海外事業に関する実現可能性調査を実施すること
⚫社内に海外事業の専門人材を有すること又は海外事業に関する外部専門家と連携すること



基本要件に関する注意事項

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版



（参考）目標値（第19次公募の例）

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版

⚫第19次公募から、付加価値額、給与支給総額、最低賃金に関する基本要件は、申請者自身で設定した目標値
を達成する必要があります。
⚫より高い目標値が設定されており、かつ、その目標値の実現可能性が高い事業計画かどうかも審査項目の１つ。

【19次公募採択者の目標値の中央値】



基本要件① 付加価値額の増加

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版



基本要件① 付加価値額の増加 達成イメージ

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版

⚫事業計画期間最終年度において当該目標値を達成することで、要件達成となります



基本要件② 賃金の増加

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版

ご注意ください



基本要件② 賃金の増加 達成イメージ

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版

⚫「従業員」と「役員」それぞれに「給与支給総額目標値」及び「１人あたり給与支給総額目標値」を設定。
⚫事業計画最終年度において、少なくともいずれか一方の目標値を達成することで要件達成。



基本要件③ 事業所内最低賃金水準

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版

ご注意ください



基本要件③ 事業所内最低賃金水準 達成イメージ

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版

⚫事業所内最低賃金を事業実施都道府県の最低賃金よりどれだけ高い水準とするかの目標値を設定し、従業員
に表明。
⚫事業計画期間中、毎年、3月時点の事業所内最低賃金が、その時点の事業実施都道府県の最低賃金に当該目標
値を加えた金額以上となることで、要件達成。



基本要件④ 従業員の仕事・子育て両立支援

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版



基本要件④ 従業員の仕事・子育て両立支援 達成イメージ

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版



審査について 審査項目

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版



審査について 加点項目

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版

最大6項目に
ついて加点申
請が可能



過去の採択率

出典：ものづくり補助金総合サイト 採択結果のページから作成

19次公募 製品・サービス高付加価値化枠 グローバル枠

申請者数 5,025 311

採択者数 1,623 75

採択率 32% 24%

全体 申請者数 採択者数 採択率

14次 4,865 2,470 51％

15次 5,694 2,861 50％

16次 5,608 2,738 49％

17次 629 185 29％

18次 5,777 2,070 36%

⚫過去の採択率は以下のとおりです。直近3回は30％程度の採択率。



第21次公募 スケジュール

出典：ものづくり補助金総合サイト 第21次公募要領概要版

【厳守】



応募にあたっての注意点

⚫他の法人・事業者と同一又は類似した内容の事業を故意又は重過失に
より申請した場合、1回目は次回、次々回公募の申請が不可となりま
す。

⚫事業所内最低賃金水準要件における「事業所」は「補助事業の主たる
実施場所」を指します。この考え方に沿って目標値を設定ください。

⚫従業員数が０人の場合、申請不可となります。

⚫補足資料の枚数は５枚以内とし、5枚を超えるPDFが提出されている
場合は審査の対象となりません。



活用事例 株式会社安城製作所（東京都足立区）

出典：ものづくり補助金総合サイト 令和6年度ものづくり補助金成果事例集、株式会社安城製作所HP

⚫ 同社は工作機械で金属部品を削り出す従業員13 名の機械加工会社。包装機械や医療機器、はんだ付け装置な
どの多品種少量の部品加工が主力事業。「発注された設計図通りに作れば良いわけではない」という社長の
こだわりから、顧客の設計の改善点を見つけ、改善策を提示するVE( 価値工学)/VA( 価値分析)提案にも積極的。

⚫ 同社社長は機械加工会社であることに誇りとこだわりを持ちつつ、新しい経営の柱を育成したいという強い
思いがある。しかし、顧客からの原価低減の要請が厳しい業態であり、かつ固定化されたサプライチェーン
の中での新規顧客の開拓も難易度が高い。そのため、機械加工だけでは利益率が低く、成長に向けた新たな
投資が難しいという課題を抱えている。その１つの解が新規事業であり、装置を自社開発する事業に挑んで
きた。今回のものづくり補助金は、こうした経営課題を解決するべく取り組んだ。

⚫ 同事業では、電子部品である積層セラミックコンデンサ（MLCC）の生産に欠かせない真空乾燥装置の開発
を目的に、立型マシニングセンタを導入。装置開発は電子部品大手、真空乾燥装置メーカーと共同で実施。

⚫ 共同開発した真空乾燥装置は計画通りに完成。同社にとっては成長分野のMLCC 市場への貴重な１歩を踏み
出したこととなり、今後の同社の経営に重要な意味を持った。

計画名：EV・PHV 向けコンデンサ用真空乾燥装置部品の開発試作・量産体制の構築

【企業概要】
株式会社安城製作所
・設立：1988年12月
・資本金：1,000万円
・社員数：17名
・業務内容：
包装機械や医療機器、はんだ付け
装置などの多品種少量の部品加工
等

丁寧に使われてきた汎用工作機械 補助金で導入した立型マシニングセンタ



活用事例 株式会社浜屋（埼玉県東松山市）

出典：ものづくり補助金総合サイト 令和6年度ものづくり補助金成果事例集、株式会社浜屋HP

⚫ 埼玉県東松山市に本社を構え、都市鉱山リサイクル事業、リユース事業、ベースメタル事業を展開。

⚫ 不要になったパソコンなどの電子基板から金や銅などの資源を再利用する都市鉱山リサイクル事業を2010年
から開始。

⚫ 2019年度にものづくり補助金グローバル展開型を活用して大型破砕機を導入。これにより廃基板の再販売と
いう従来の商社機能から、基板を破砕して付加価値を高める加工業へ新たに進出。さらにモンゴルや中央ア
ジアなど海外からの廃基板のグローバル調達体制も拡充することで、循環型社会の構築に貢献。

⚫ 破砕機の導入により原価低減や付加価値向上につながり、国内だけでなく海外でも競争力を高める取り組み
を進めることで、従来の「都市鉱山リサイクルの商社事業」から「グローバル都市鉱山加工業」へ転換を
図っている。

⚫ 破砕機導入による都市鉱山リサイクル事業の付加価値向上は、国際競争力の強化につながり海外の優良な
パートナーとも業務提携を結びやすくなった。

【企業概要】
株式会社浜屋
・設立：1991年1月
・資本金：6,000万円
・社員数：421名
・業務内容：
都市鉱山リサイクル事業、ベースメタル
リサイクル事業、リユース事業 等

計画名：廃基板のグローバル調達体制の拡充と廃基板破砕の加工業化による循環型社会構築への貢献

導入した破砕機 モンゴルやキルギスからの視察



活用事例 株式会社三恵ネット（富山県砺波市）

出典：ものづくり補助金総合サイト 令和5年度ものづくり補助金成果事例集、株式会社三恵ネットHP

⚫ 富山県内唯一の防虫網製造会社として創業。砺波市内の工場で50年にわたり防虫網を主力として生産・販売。

⚫ 製織から検反、梱包、出荷までを一貫して自社工場で実施。最新設備と長年蓄積したノウハウを活かし、18
～20メッシュの標準品に対し、同社の製品ではより編み目の細かいメッシュ数33を採用。特殊加工により外
からは見えにくくしたもの、手入れが簡単なネットなど、幅広い商品構成を展開して高評価を得ている。

⚫ 従来、アミド専業、サッシメーカー等の法人向けに展開してきたところ、収益向上を目指して、個人向け市
場にも参入。しかし、自社開発のシステムでは、件数が増えるほど担当者の負担が大きく、約300品目ある
ことからユーザーが選択に迷うケースも多かった。そこで、補助金の採択を受け、ユーザー、社員ともに使
いやすいシステムへ刷新を図った。

⚫ ウェブサイトに事業者向けと個人向けを分けると共に、個人向けでは、簡単なアンケートページを新設。
ユーザーの回答をAIが解析して、ニーズに適した製品を数点提示する仕組みで防虫網の知識が無くても購入
しやすくした。受注後は出荷までの手入力の手間が自動化され、在庫管理システムとの連動で出荷までの流
れがよりスムーズに。今後はAI自動解析した販売傾向等を品質向上、商品開発に役立てていく。

【企業概要】
株式会社三恵ネット
・設立：1974年3月
・社員数：29名
・業務内容：
アルミサッシ用防虫網生産及び販売、
モヘア、アルミ形材、商業施設部品販
売、カメラ、IT関連ハウジング生産、販
売

計画名：AI技術を駆使した受注スキームの刷新と労働生産性の改善

防虫網の生産工場 防虫網ロール。メッシュ数が高いほど網目が細かい

利用者の環境に合った防虫網を判定できる
ECショップ「山恵ネットベストセレクショ
ン」のトップ画像



お問合せ先

お問合せ先

【ものづくり補助金事務局サポートセンター】

■電話番号：０５０－３８２１－７０１３

  受付時間：10:00～17:00（土日祝日および12/29～1/3を除く）

■メールアドレス（公募要領に関するお問い合わせ）
kakunin@monohojo.info

■メールアドレス（電子申請システムの操作に関するお問い合わせ）

monodukuri-r1-denshi@ml.nsw.co.jp

公募要領等はこちらから

ものづくり補助金
https://portal.monodukuri-hojo.jp/

mailto:kakunin@monohojo.info
mailto:monodukuri-r1-denshi@ml.nsw.co.jp
https://portal.monodukuri-hojo.jp/
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◆ 少子高齢化を背景とした構造的な人手不足の進展により、企業の人員確保は年々厳しくなること
が予想される。直近では、中小企業の課題認識は「売上額」から「人手不足」に移行し、2024
年には人手不足倒産が過去最多を記録した。

◆ 中小企業が人手不足を乗り越え、売上・収益の拡大を目指すためには、労働生産性の向上が必須。
中小企業の売上高が改善傾向にある今こそ、省力化投資を進める機会。こうした背景から、中小
企業庁では、生産性向上に向けたデジタル投資、設備投資を促進する支援策を実行。

中小企業における生産性向上の重要性

人手不足倒産の増加

（出所） 2024年版「中小企業白書」、人手不足倒産の動向調査（帝国データバンク、2024 年）をもとに中小企業庁作成。

売上は改善傾向

人手不足は悪化

※１．売上額DIは、今期の売上額について、全年同期と比べて「増加」と答えた企業の割合(％)から、「減少」と 答えた企業の割合（％）を引いたもの。

 ２．従業員過不足DIとは、従業員の今期の水準について、「過剰」と答えた企業の割合(％)から、「不足」と答えた企業の割合（％）を引いたもの。
※人手不足倒産：法的整理(負債 1000 万円以上)となった企業のうち、従業員の離職や採用難等による
人手不足が要因となった倒産

人手不足状況の悪化

https://www.tdb.co.jp/report/economic/20250109-laborshortage-br2024/


◆ 国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、少子高齢化の影響が現れ、特に人口５万人以下
の市町村においては、2050年には生産年齢人口が約半数まで減少すると予測（2020年比）。

◆ 人口流出や賃金水準の差異等、複合的な要因により“人手不足”への対応は地方で顕著に。

地方における生産性の課題：生産年齢人口が半減する市町村

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）」（2023年12月22日）を基に作成。
（注）生産年齢人口：15～64歳 老年人口：65歳以上。中核市：人口20万人以上（政令指定都市を除く）。本グラフは2020年を100とした場合の指数表記。

（2020年＝100） 2050年における年齢階級別の人口推移

総人口 生産年齢人口 老年人口

東京23区 人口5万人以下
の市町村

東京23区 人口5万人以下
の市町村

東京23区 人口5万人以下
の市町村

0

20

40

60

80

100

120

140

中核市 中核市中核市



“人材確保”のための５ステップ

人が採れない時代の到来 どう対応すべきか？？

出典：「ミラサポ」事例から学ぶ！「どうすればいいの?人手不足」https://mirasapo-plus.go.jp/hint/16928/

Step１ 『経営課題を見つめ直す』
原点に立ち戻り、経営課題を見つめ直す

Step２ 『経営課題を解決するための方策を検討する』
経営課題を解決するため、業務を見直した上で、経営資源の融通や経営課題への対応策を考える

Step３ 『求人像や人材の調達方法を明確化する』
求人像を明確化し、人材の調達方法（外部調達か、社内での登用・育成か）を検討する

Step４ 『求人・採用／登用・育成』
求人・採用／登用・育成など、人材に関する取組を実施する

Step５ 『人材の活躍や定着に向けたフォローアップ』
採用した人材や社内人材の活躍や定着に向けて、フォローアップ（能力開発や職場環境の見直し等）を行う



人が採れない時代 設備や機械で埋めた事例

出典先：中小企業省力化投資補助事業 カタログ注文型 活用事例集（https://shoryokuka.smrj.go.jp/assets/pdf/shoryokuka_catalog_case_studies.pdf）

https://shoryokuka.smrj.go.jp/assets/pdf/shoryokuka_catalog_case_studies.pdf


人が採れない時代 設備や機械で埋めた事例

出典先：中小企業省力化投資補助事業 カタログ注文型 活用事例集（https://shoryokuka.smrj.go.jp/assets/pdf/shoryokuka_catalog_case_studies.pdf）

https://shoryokuka.smrj.go.jp/assets/pdf/shoryokuka_catalog_case_studies.pdf


人が採れない時代 設備や機械で埋めた事例

出典先：中小企業省力化投資補助事業 カタログ注文型 活用事例集（https://shoryokuka.smrj.go.jp/assets/pdf/shoryokuka_catalog_case_studies.pdf）

https://shoryokuka.smrj.go.jp/assets/pdf/shoryokuka_catalog_case_studies.pdf


人手不足解消に効果のある「省力化投資」を後押しするための支援です。

中小企業省力化投資補助事業 3,000億円 
※中小企業等事業再構築促進基金を活用 令和6年に再編

簡易で即効性のある省力化投資 特徴
オーダーメイド性のある
多様な省力化投資

カタログに掲載された
省力化効果のある汎用製品

補助
対象

個別現場の設備や事業内容に
合わせた設備導入・システム構築

最大1500万円
補助
上限

最大１億円

随時申請受付中
申請
機会

公募回制（年４回程度）



省力化投資補助金（カタログ注文型）の概要

⚫ 「製品カタログ」に事前に登録された製品から選ぶ形で、簡易で即効性のある省力化投資を支援。

補助率・補助上限額等 補助対象の例

※50以上の製品カテゴリが存在
（2025年2月現在）



カタログ掲載のカテゴリ

出典先：中小企業省力化投資補助事業 広報チラシ（https://shoryokuka.smrj.go.jp/assets/pdf/shoryokuka_leaflet_catalog.pdf）



カタログの一例

出典先：中小企業省力化投資補助事業 募集HP（https://portal.shoryokuka.smrj.go.jp/cs/product-catalog/product-detail/?num=PD-00000011）



効果報告期間
（３年間）

補助事業実施期間
（12ヶ月以内）
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省力化投資補助金（カタログ注文型） 申請から事業終了までの流れ



省力化投資補助金（一般型）の概要

⚫ 人手不足に悩む中小企業等に対して、個別の現場や事業内容等に合わせた設備導入・システム構築等の多様な省
力化投資を支援。

⚫ 第３次の申請を８月２９日（金）〆切 １１月採択予定。

補助率・補助上限額等 補助対象のイメージ



実際に採択された案件の概要紹介①

注）
・この資料は、今後、省力化補助金（一般型）の申請を検討されている事業者の皆様向けに、申請のイメージがわくよう、参考として、第１回公募において実際に採択された事業計画の概要
をお示しするものです。
・ここでお示しする事業計画の概要は、事業者から提出のあった事業計画を事務局にて短縮・要約等して加工したものであり、実際に提出された事業計画書とは異なります。
・なお採択審査においては、様々な観点から総合的に審査をさせていただきますので、ここで紹介した事業計画と同様の事業計画を提出したとしても、不採択となる可能性がございますので
ご注意ください。

一般型公募・第1回

製造業

⚫部品製造のプロセスのうち、
加工材溶接の作業難易度が
高く、熟練技術者による長
時間の手作業に依存してい
る。

⚫グリーン水素の需要が加速
するなか、電解槽部品の需
要も増加しており、このま
までは生産対応の遅れ、ひ
いては顧客離れにつながる
恐れがある。

⚫新人が熟練技術者になるま
で数年かかるため、短期間
での技術者確保は困難。

⚫熟練技術者に依存していた
属人的な溶接工程を自動
化・標準化。

⚫生産性向上と品質確保が可
能となる。これにより人手
不足を解消するとともに、
工場全体の生産能力を大幅
に引き上げることが可能と
なる。

⚫余剰人員は、品質管理業務
や、顧客対応などの部門に
再配置することで、品質の
安定性向上や受注率改善に
繋げることができる。

3Dスキャナー搭載 溶接ロボット

主に、以下の要素で構成

①産業用ロボット
（可搬型ロボット、スキャナーを取り付ける）

②３Dスキャナー
（形状を自動スキャンし、溶接箇所を正確に認識できる
オーダーメイド機器）

③溶接機

④ポジショナー
（溶接機の角度や向きを調整する）

導入前の課題 導入後の効果

導入する設備

グリーン水素をつくりだす電解槽の部品製造を行う事業者の例

オーダーメイド性の高い設備を導入
することで、高い省力化効果が

見込まれる事例



実際に採択された案件の概要紹介②

注）
・この資料は、今後、省力化補助金（一般型）の申請を検討されている事業者の皆様向けに、申請のイメージがわくよう、参考として、第１回公募において実際に採択された事業計画の
概要をお示しするものです。
・ここでお示しする事業計画の概要は、事業者から提出のあった事業計画を事務局にて短縮・要約等して加工したものであり、実際に提出された事業計画書とは異なります。
・なお採択審査においては、様々な観点から総合的に審査をさせていただきますので、ここで紹介した事業計画と同様の事業計画を提出したとしても、不採択となる可能性がございます
のでご注意ください。

一般型公募・第1回

建設業

⚫鉄筋加工工程の一部が人手
による作業に依存している。

⚫特に、加工機に対して、紙
図面を元にした加工指示を
手入力で入れていることで、
人為ミスが多発している。

⚫現場で手戻りが発生してし
まい、コスト増加や工期遅
延が生じることもある。

⚫自動化による人的ミスが削
減でき、無駄なコストを削
減できるだけでなく、品
質・精度向上による顧客満
足度の改善に繋がる。これ
によりリピート受注率の増
加や新規案件の受注が期待
できる。

⚫ベテラン技術者の人的リ
ソースは、技術継承・新規
案件対応力に振り向ける。

CAD図面
（デジタル図面処理作成・加工帳自動作成システム）

加工指示書QRコード
システム
（①で作成した加工指示データをQRコード化して加工機に
スキャンすることで、瞬時に加工機への加工指示入力が完
了するソフト）

鉄筋加工機
（自動曲装置）

導入前の課題 導入後の効果

鉄筋加工・組立工事を行う事業者の例

一連の業務プロセスを全て自動化
することで、高い省力化効果が

見込まれる事例

導入する設備



実際に採択された案件の概要紹介③

注）
・この資料は、今後、省力化補助金（一般型）の申請を検討されている事業者の皆様向けに、申請のイメージがわくよう、参考として、第１回公募において実際に採択された事業計画の
概要をお示しするものです。
・ここでお示しする事業計画の概要は、事業者から提出のあった事業計画を事務局にて短縮・要約等して加工したものであり、実際に提出された事業計画書とは異なります。
・なお採択審査においては、様々な観点から総合的に審査をさせていただきますので、ここで紹介した事業計画と同様の事業計画を提出したとしても、不採択となる可能性がございます
のでご注意ください。

一般型公募・第1回

小売業

⚫主力商品である青果の加工業務
を手作業に依存している。

⚫品質・歩留まりのバラつきが発
生することや、人員確保が難し
いことが課題。

⚫青果加工業務に人手が取られて
いることで、新商品開発や販路
拡大の人的リソースが残ってい
ない。

⚫既存生産ラインに組み込み
カスタマイズすることで、
高い省力化効果を発揮。

⚫カットフルーツ加工工程の
自動化による労働力不足の
解消を図る。これにより新
製品開発や販路開拓に注力
し、売上増を目指す。

オートフルーツカッター
（カット・皮むき・芯抜きを一貫で
行い、課題の廃棄処理も自動化）

オートラベラー
（価格表示ラベル貼付を自動化）

※複数の汎用品を、既存の生産ラインに組み込む
ために一部カスタマイズを施して導入

導入前の課題 導入後の効果

青果物の卸売・加工・出荷を行う事業者の例

複数の汎用設備を組み合わせて導入
することで、高い省力化効果が

見込まれる事例

導入する設備



中小企業省力化投資補助金のホームページ

カタログはこちらから

お問い合わせはこちらから



補助金申請書作成のポイント解説

2025年9月10日

群馬県よろず支援拠点

コーディネーター 川村 要一

第2回生産性向上など国補助金に係る説明会＆相談会



2群馬県よろず支援拠点とは

（群馬県よろず支援拠点は、（公財）群馬県産業支援機構が受託運営しています。）

（（公財）群馬県産業支援機構）

・前橋拠点  ・おおたブランチ



3群馬県よろず支援拠点の特徴



4補助金は手段

目的は、事業の発展・成長。

手段として補助金を活用しましょう。

まず自社の事業戦略をたてましょう。

事業戦略とは、事業の方向性を決めること。
方向性とは、自社の経営資源をもとに、「誰に」、 「何を」、 「どのように」
を決めていく事です。
事業戦略を決めたうえで、必要な補助金ターゲットを決めて準備しましょう。

環境分析 事業戦略
補助金調査、
準備

補助金申請



5

補助金採択のポイント

✓事務局の趣旨・要件に沿った内容であること

✓審査項目に忠実に作成する

✓わかりやすく表現する

✓加点を取る
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１．事務局の趣旨・要件に沿った内容であること

●ものづくり補助金

～中小企業者が今後数年にわたる相次ぐ制度変更に対応するため、生産性向上に資する
革新的な新製品・新サービス開発や海外需要開拓を行う事業のために、必要な設備投資等
に要する経費の一部を補助する事業を行うことにより、中小企業者の生産性向上を促進し
経済活性化を実現することを目的とします。

公募要領 １．補助事業の目的

●省力化補助金（一般型）

 ～中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするため、人手不足に悩む中小企業等が
IoT・ロボット等の人手不足解消に効果がある設備を導入するための事業費等の経費の一部
を補助することにより、省力化投資を促進して中小企業等の付加価値額や生産性向上を図る
とともに、賃上げにつながることを目的とする。

公募要領  1-1-1中小企業省力化投資補助事業（一般型）の目的

◆事業計画の内容にあった補助金を選びましょう。
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２．審査項目に忠実に作成する

●ものづくり補助金
公募要領 4.1.2 書面審査項目

・
・

◆審査項目を精査。審査軸に合わせたストーリー展開、
審査項目に合わせた見出し設計で、忠実に作成し点数を取る。

   「経営環境 → 経営課題 → 事業内容 → 実現可能性 → 政策面」
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３．わかりやすく表現する

◆専門用語を使わず、平易な言葉でわかりやすく説明。

    ※審査員は、あなたの事業の専門家ではありません。

◆表やチャート図、グラフを使いビジュアルに表現する。

・体制図、ガントチャート、ビフォー/アフター図など
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４．加点を取る

加点は“書面審査の評価に上乗せ”される公式要素。
ボーダー帯の順位を押し上げます。
すぐに取得できる加点項目があれば取得しましょう。

※ものづくり補助金は最大6項目までの申請になります。

加点項目 ものづくり補助金 省力化補助金（一般型）

事業継続力強化計画 ● ●

賃上げ　（年平均4%)+最賃40円 ● ●

えるぼし認定 ● ●

くるみん認定 ● ●

3年以内に事業承継した経営者 ● ●

成長加速マッチングサービス ● ●

経営革新計画 ●

パートナーシップ構築宣言 ●

ＤＸ認定 ●

健康経営優良法人認定 ●

他、、 ●



目次

１．直近の補助金スケジュールについて

２．補助金の概要説明及び事例について

（１）ものづくり補助金

（２）省力化補助金

３．関東経済産業局からのお知らせ

（１）概算要求について

（２）中堅企業支援について

（３） 100億宣言並びに加速化補助金について

（４）下請法改正について

（５）米国関税ワンストップポータルのご案内

４．事前質問に対する回答









中堅企業者の定義

⚫ 中堅企業は、中小企業を卒業した企業であり、規模拡大に伴い経営の高度化や商圏の拡大・事業の多角
化といったビジネスの発展が見られる段階の企業群。既存法令での定義も踏まえ、常時使用する従業員の数
が2,000人以下の会社等（中小企業者を除く）を「中堅企業者」と定義。

59

※「新たな事業の創出及び産業への投資を促進するための産業競争力強化法等の一部を改正する法律」において定義



中堅企業の重要性①：国内経済、国内投資等への貢献

中堅企業は、海外拠点の事業を拡大しつつも、国内拠点での事業・投資も着実に拡大し、国内経済の成長に
最も大きく貢献。

他方、大企業は、この10年間で圧倒的に海外拠点での事業を拡大してきた。今後成長する中堅企業が、国内投
資を拡大し続ける成長戦略を描けるかどうかが、日本経済の持続的な成長に決定的に重要。

中小企業 中堅企業
期待される
成長の姿 大企業

14.7
18.9兆円

3.9

国
内
法
人
（
単
体
）

海
外
現
地
法
人

*1 中小企業：中小企業基本法上の中小企業者、中堅企業：従業者数2,000人以下（中小企業除く）、大企業：従業者数2,000人超（中小企業除く）
*2 国内法人（単体）は、2012・2022年度の企業活動基本調査（2011・2021年度実績）双方に回答した企業（従業者50人以上かつ資本金3,000万円以上。n=22,948）のうち、2012年度調査時点で中小企業・中堅企業・大企業であった企業群の10

年後の売上高の増減額。海外現地法人は、2012・2022年度の企業活動基本調査・海外事業活動基本調査（2011・2021年度実績）双方に回答した企業（n=2,333）のうち、2012年度調査時点で中小企業・中堅企業・大企業であった企業群の10年
後の海外現地法人（子会社）の売上高の増減額。

*3 2012・2022年度の企業活動基本調査（2011・2021年度実績）双方に回答した企業のうち、2012年度調査時点で中小企業・中堅企業・大企業であった企業群の10年後の有形固定資産当期取得額、能力開発費（研修参加費、留学費等）の増減額。

出所 経済産業省「企業活動基本調査」・「海外事業活動基本調査」（2012・2022年度調査）再編加工

過去10年間における国内・海外現地の売上高の伸び*1,2

売
上
高
（
兆
円
）

中小企業 中堅企業 大企業

1.3
1.5兆円

0.7

設
備
投
資
（
兆
円
）

60
130億円

-202

人
材
教
育
投
資
（
億
円
）中小企業 中堅企業 大企業

1.6

11.3兆円

70.1

過去10年間における国内投資の伸び*3

海外は大きく拡大も、
国内の伸びは小さい

国内・海外
いずれも高い水準で

伸びている

国内・海外
いずれも高い水準で

伸びている

＋10.7％

+1.4%

+12.9%

＋87.6％

+55.6%
+69.7%

＋37.5％

+7.3%

+56.8%

＋31.2％

-17.6%

+26.8%



中堅企業の重要性②：地域での賃金水準引き上げ

⚫ 日本全体の賃上げを実現するには、従業者数・給与総額の伸び率が大企業を上回り、さらに地方に多く立
地し、良質な雇用の提供者となっている中堅企業の果たす役割が大きい。

⚫ 中堅企業は一社あたりの従業者数も中小企業より大きく、成長投資等により規模拡大し賃上げすることは、
取引先や周辺企業への波及も含め、地域の賃金水準の引き上げに貢献することに加え、良質な雇用を生む
成長企業への経営資源の集約化など前向きな新陳代謝の受け皿としての役割も期待される。



「100億宣言」とは？

• 飛躍的成長を目指す中小企業が、10年を目安に「売上高100億円」を超える野心的な目標を掲げ、実

現に向けた取組を行っていくことを自ら宣言するもの。

公表要領・申請用ひな形等の
特設サイトこちら→

① 企業概要

② 企業理念・経営者の意気込み

③ 売上高100億円実現の目標と課題

④ 売上高100億円に向けた具体的措置（取組）

【宣言のメリット】

✓ 宣言取得による補助金等の活用
- 成長加速化補助金
- 経営強化税制の拡充措置 など

✓ 経営者ネットワークへの参加
- 宣言を行った成長を目指す経営者が、
地域・業種を超えて繋がれるネットワー
クを構築。

✓ 宣言の公式ロゴマーク活用による自社ＰＲ

【企業が宣言に記載する内容】

※商標登録出願中

【夏～】

【夏～】

※租特法が成立した場合



中小企業成長加速化補助金

• 賃上げへの貢献、輸出による外需獲得、域内の仕入による地域経済への波及効果が大きい

売上高100億円超を目指す中小企業の大胆な投資を支援します。

項目 内容

1 補助上限 ５億円（補助率1/2）

2 事業期間 交付決定日から24か月以内

3 対象者
売上高100億円を目指す中小企業

※売上高が10億円以上100億円未満

4 要件

① 「売上高100億宣言」を行っていること

② 投資額1億円以上

③ 一定の賃上げ要件を満たす今後５年程度の事業計
画の策定

（賃上げ実施期間は補助事業終了後３年間） など

5 対象経費 建物費、機械装置費、外注費 等

6 その他
補助事業完了後、完了報告に基づき、事後評価を実施い
たします

工場、物流拠点

などの新設・増築

量産体制構築に

向けた設備の導入

DX推進に向けた

情報システムの構築

【申請の流れ】

中小企業

※100億宣言実施

補助金事務局

①書面審査

②プレゼン審査会
    （外部有識者で構成）

  ー経営者のプレゼンを
有識者が定性評価

申請

採択

【申請のポイント(例)】

■経営力：経営者のビジョンやシナリオが明確であり、経営戦略上の補助事業の位置づけを
踏まえて、飛躍的な成長につながることが見込まれるか。外部・内部環境の認識（市場や顧
客動向、自社の強み・弱み、経営資源等の状況等）を踏まえた事業戦略となってるか。
（売上高成長率、付加価値増加率、売上高投資比率 等）

■波及効果：産業競争力の強化、イノベーションの創出、地域資源の活用、サプライチェーン
への効果など波及効果が見込まれるか。賃上げへの取組、適切な取引姿勢、女性が活躍し
やすい職場環境、BCPへの取組状況など。
（賃上げ率、地域未来牽引企業、パートナーシップ構築宣言 等）

■実現可能性：迅速に投資を実行できる財務状況や組織体制が整っており、金融機関など
のコミットメントが得られているか。
（ローカルベンチマーク、金融機関の審査への同席 等）

【概要】

1次公募終了。今後、2次公募実施予定。
詳細はこちら→





パッケージ【施策集】
ら

中堅企業成長ビジョンの重点６本柱をもとに、今後、中堅企業や支援団体等が活用可能な、

13府省庁・全155件、総額1兆円超(1.4兆円)の施策をまとめた。主な施策は以下のとおり。 本⽂はこち

２．人材確保
• 地域企業経営人材マッチング促進事業、地域企業経営
人材確保支援事業給付金【金融庁・経産省】

• プロフェッショナル人材事業【内閣府】
• 先導的人材マッチング事業【内閣府】
• 地域の人事部支援事業【経産省】
• 特定技能制度の整備・運用【法務省】
• 賃上げ促進税制〔中堅企業枠〕【経産省】
• 人的資本経営コンソーシアム【経産省】
• 地方拠点強化税制【内閣府】
• 新卒者等に対する就職支援事業【厚労省】

３．M&A、専⾨家活用
• 中堅・中小グループ化税制【経産省・中企庁】
• 地域の中堅・中核企業支援プラットフォーム【経産省】

５．海外展開
• 新輸出大国コンソーシアム【経産省】
• 中小企業・農林水産業輸出代金保険【経産省】
• 国際協力銀行（JBIC）の地域金融機関を通じた支援【財務省】
• グローバルサウス未来志向型共創事業【経産省】
• 中堅・中小建設企業の海外進出支援業務【国交省】
• ICT等を活用した観光地のインバウンド受入環境整備の高度化
【国交省】

• 在外公館を通じた支援事業【外務省】
• 中小企業・SDGsビジネス支援事業【外務省】

６．GX・DX
• 省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金／省
エネルギー投資促進支援事業費補助金【経産省】

• 中小企業等エネルギー利用最適化推進事業費【経産省】
• 物流脱炭素化促進事業【国交省】
• 中小物流事業者の労働生産性向上事業【国交省】
• DX認定制度【経産省】
• 地域デジタル人材育成・確保推進事業【経産省】
• ⾷品産業の生産性向上に向けた支援【農水省】

４．イノベーション
• イノベーション拠点税制(イノベーションボックス税制【) 経産省】
• 研究開発税制【経産省】
• INPITによるオープン＆クローズ戦略に関する助言【経産省】
• 研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）【文科省】

• OCEANプロジェクト（特定新需要開拓事業活動計画認定制度
等）【経産省】

• 新市場創造型標準化制度【経産省】

※本パッケージの施策については、2025年2月時点の関連施策をとりまとめたものであり、今
後は中堅企業成長ビジョンに沿って各施策の具体化を行う。

１．資金調達・設備投資
• 中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成
長投資補助金【経産省】

• 中小企業成長加速化補助金【中企庁】
• 地域未来投資促進税制【経産省】
• 早期での事業再生に取り組める制度基盤の整備【経産省】
• 地域経済循環創造事業交付金（ローカル10,000プロ
ジェクト）【総務省】

中堅企業成⻑促進パッケージ2025 概要
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（１）多段階の事業者が連携した取組への支援
●多段階の取引からなるサプライチェーンにおいて、二以上の取引段階に
ある事業者が作成する振興事業計画に対し、承認・支援できる旨を追加。

（２）適用対象の追加
●①製造、販売等の目的物の引渡しに必要な運送の委託を対象取引に追加
②法人同士においても従業員数の大小関係がある場合を対象に追加。

【規制内容の追加】
（１）協議を適切に行わない代金額の決定の禁止【価格据え置き取引への対応】
●対象取引において、代金に関する協議に応じないことや、協議において必要
な説明又は情報の提供をしないことによる、一方的な代金の額の決定を禁止。

（２）手形払等の禁止
●対象取引において、手形払を禁止。また、支払期日までに代金相当額を得る
ことが困難な支払手段も併せて禁止。
※手形払の禁止に伴い、割引困難な手形に係る規制を廃止。

【規制対象の追加】
（３）運送委託の対象取引への追加【物流問題への対応】
●対象取引に、製造、販売等の目的物の引渡しに必要な運送の委託を追加。

（４）従業員基準の追加【適用基準の追加】
●従業員数300人（役務提供委託等は100人）の区分を新設し、規制及び保護の対象を拡充。

下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部を改正する法律

⚫ 近年の急激な労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇を受け、発注者・受注者の対等な関係に基づき、サプライチェーン全体で適切な価格
転嫁を定着させる「構造的な価格転嫁」の実現を図っていくことが重要。

⚫ このため、協議を適切に行わない代金額の決定の禁止、手形による代金の支払等の禁止、規制及び振興の対象となる取引への運送委託の追加等
の措置を講ずるとともに、多段階の取引当事者が連携した取組等を支援し、価格転嫁・取引適正化を徹底していく。

１．規制の見直し（下請代金支払遅延等防止法）

２．振興の充実（下請中小企業振興法）

背景・概要

令和８年１月１日（ただし、一部の規定は本法律の公布の日から施行。）施行期日

【執行の強化等】
（５）面的執行の強化
●関係行政機関による指導及び助言に係る規定、相互情報提供に係る規定
等を新設。

※その他
●製造委託の対象物品として、木型その他専ら物品の製造に用いる物品を追加。
●書面等の交付義務において、承諾の有無にかかわらず、電磁的方法による提供を認容。
●遅延利息の対象に、代金を減じた場合を追加。
●既に違反行為が行われていない場合等の勧告に係る規定を整備。

（３）地方公共団体との連携強化
●国及び地方公共団体が連携し、全国各地の事業者の振興に向けた取組を
講じる旨の責務と、関係者が情報交換など密接な連携に努める旨を規定。

（４）主務大臣による執行強化
●主務大臣による指導・助言をしたものの状況が改善されない事業者に対し
て、より具体的措置を示して改善を促すことができる旨を追加。

３．「下請」等の用語の見直し（下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法等）

●用語について、「下請事業者」を「中小受託事業者」、 「親事業者」を「委託事業者」等に改める。
●題名について、「下請代金支払遅延等防止法」を「製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律」に、
「下請中小企業振興法」を「受託中小企業振興法」に改める。
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米国関税対策ワンストップポータル

• 米国関税措置の情報を集約した”ワンストップ窓口”となる特設サイトを経産省HPに開設。

• 全国の相談窓口の役割分担や基礎的Q＆Aを掲載。また、特にニーズの高い詳細な関税情報は

JETROのHPに集約し、特設サイトと連携。

https://www.meti.go.jp/tariff_measures/index.html

主点：内閣官房 米国の関税措置に関する総合対策本部（第３回）資料「米国の関税措置に対する国内対応について」 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/tariff_measures/dai3/siryou042503.pdf

https://www.meti.go.jp/tariff_measures/index.html


ご清聴ありがとうございました

各補助金の説明資料・動画一覧

関東経済産業局のウェブサイトにて、経済産業省
関連施策（令和6年度補正予算・令和7年度当
初予算案等）のうち、中小事業者向けの主な支
援策について、資料及び解説付きの説明動画をご
覧いただけます。

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/movie_index.html

note

メディアプラットフォーム「note」の関東経済産業
局公式アカウントにて、施策情報や管内のホット
な企業・経営者などを、画像やストーリーを交え
て発信しております。ログイン不要でどなたでもどこ
からでも閲覧可能です。ぜひお読みください！

https://kanto-meti-gov.note.jp/

関東経済産業局 地域経済部 地域振興課
電話 048-600-0272

本資料のお問い合わせ先

https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/movie_index.html
https://kanto-meti-gov.note.jp/


目次
１．直近の補助金スケジュールについて

２．補助金の概要説明及び事例について

（１）ものづくり補助金

（２）省力化補助金

３．関東経済産業局からのお知らせ

（１）概算要求について

（２）中堅企業支援について

（３） 100億宣言並びに加速化補助金について

（４）下請法改正について

（５）米国関税について

４．事前質問に対する回答



売上規模
イメージ

投資規模
イメージ

100億円
以上

数十億

100億円

｜

数十億

10億円

｜

1億円

10億円

｜

数千万

1億円

｜

5000万

円

数千万

5000万
円

｜

数百万

成長
加速化
補助金

中堅・中小
成長投資補助金

売上拡大 新事業挑戦高付加価値化 省力化・デジタル化

様々な課題に対応した補助金メニュー

事業承継
M&A
補助金

新事業進出
補助金

持続化補助金
（創業型）

ものづくり
補助金

小規模事業者
持続化補助金

省力化
投資
補助金

IT
補
助
金

✓ 今の経営手法を活かし

て異分野に進出したい

✓ 承継前に事業を磨きたい

✓ M&Aにより統合効果を

出したい

✓ 商品をPRしたい

✓ 販路を拡げたい

✓新しい機械で新商品を作りたい

✓ 海外展開に取り組みたい

✓ 創業に挑戦したい

✓ 会社を急成長させたい

✓ 上場を目指したい

✓ 人手不足に対応したい

✓ 生産プロセスを改善したい

【質問1】．どのような設備投資に対して補助金の申請が可能か確認したい。
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補助対象事業の要件（1/4）

⚫ 補助対象者は、補助対象事業の要件を満たす3~5年の事業計画に取り組むことが必要です

3. 補助対象事業/補助対象外事業

新事業進出要件

付加価値額要件

賃上げ要件

事業場内最賃水準要件

ワークライフバランス要件

金融機関要件

賃上げ特例要件
＜賃上げ特例の適用を受ける場合の追加要件＞

1

2

3

4

5

6

7

補助対象事業の要件

返還要件あり

返還要件あり

返還要件あり

* ：目標値未達の場合、補助金返還義務あり返還要件あり

全ての
事業者が
対象

該当事業者
のみ対象

【質問2】．現在弊社で計画している新規事業が補助金の対象となるかどうか、
また対象となる場合の申請時のポイント等についてアドバイスが欲しい。
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補助対象事業の要件（2/4）

⚫ 新事業進出要件では、事業を行う中小企業等にとっての「製品等の新規性」、「市場の新規
性」に加え、「新規事業の売上高」に係る要件を満たすことが必要です

3. 補助対象事業/補助対象外事業

製造する製品、提供する商品・サービス等が

新規性*1を有する

製造する製品、提供する製品・サービスの属する市場が

新たな市場*2である

または

新たな製品の売上高が

総売上高の10%以上 or 付加価値額の15%以上

直近の事業年度売上高が10億円以上かつ新規事業を行う部門の
売上高が3億円以上の場合、新規事業の売上高が当該事業部門の

売上高の10%以上 or 付加価値額の15%以上

新規事業

売上高

製品等
の新規性

市場
の新規性新

事
業
進
出
要
件

1

補助対象事業の要件

*1 事業を行う中小企業等にとって、事業により製造等する製品等が、新規性を有するものであること
*2 事業を行う中小企業等にとって、既存事業において対象となっていなかったニーズ・属性を持つ顧客層を対象とする市場
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補助対象事業の要件（3/4）

⚫ 補助対象者は、付加価値要件、賃上げ要件、事業場内最賃水準要件を満たすことが必要です

3. 補助対象事業/補助対象外事業

付加価値額
要件

付加価値額の年平均成長率が

+4.0%以上

2

賃上げ要件 または

1人あたり給与支給総額の年平均成長率が、
事業実施都道府県における

最賃の直近5年間の年平均成⻑率以上

給与支給総額の年平均成長率が

+2.5%以上

3

返還要件あり

事業場内
最賃水準要件

事業所内最低賃金が地域別最低賃金の

+30円以上水準

4

返還要件あり

補助対象事業の要件
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補助対象事業の要件（4/4）

⚫ 補助対象者は、ワークライフバランス要件、金融機関要件を満たすことが必要です

⚫ 賃上げ特例の適用を受ける場合は、賃上げ特例要件を満たすことが必要です

3. 補助対象事業/補助対象外事業

ワークライフ
バランス要件

次世代育成支援対策推進法に基づく

一般事業主行動計画の公表

5

金融機関要件

資金提供元の金融機関等から

事業計画の確認を受けていること
※金融機関等から資金提供を受ける場合は、「金融機関による確認書」の提出が必要です。

(金融機関等からの資金提供を受けない場合は提出不要)

6

賃上げ特例
要件 かつ

補助事業実施期間内に、給与支給総額を

年平均+6.0%以上

補助事業実施期間内に、事業場内最低賃金を

年額+50円以上

7

＜賃上げ特例の適用を
受ける場合の追加要件＞

返還要件あり

補助対象事業の要件
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新事業進出指針を満たす例（1/2）

⚫ 製造業における部品製造事業者が新事業進出指針を満たす事例をご紹介します

4. 新事業進出要件

• ガソリン車の部品を製造していた事業者が、車両部品の製造で培った技術を活かして、新たに
半導体製造装置の部品の製造に着手する場合

要件 要件を満たす考え方

①製品等の新規性要件
新たに製造等する製品等が新規性を有するもの
であること

新たに製造する半導体製造装置部品が、過去に製造した実績のない部品であれば要
件を満たす。

②市場の新規性要件
新たに製造等する製品等の属する市場が新たな
市場（既存事業とは異なる顧客層）であること

半導体製造装置部品とガソリン車部品では、半導体業界と自動車業界で明確に顧客
層が異なり、要件を満たす。

③新事業売上高要件
新たな製品等の売上高（又は付加価値額）が、
応募申請時の総売上高の10％（又は総付加価値
額の15％）以上となること

事業計画期間最終年度において、半導体製造装置部品の売上高が応募申請時の総売
上高の10%（又は総付加価値額の15％）以上となる計画を策定することで要件を
満たす。

【既存事業】 【新規事業】

ガソリン車部品の製造 半導体製造装置部品の製造

【新事業進出指針を満たす例①】製造業
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新事業進出指針を満たす例（2/2）

⚫ 情報サービス業におけるアプリ開発事業者が新事業進出指針を満たす事例をご紹介します

4. 新事業進出要件

【新事業進出指針を満たす例②】情報サービス業

• アプリやWEBサイトの開発を行っていた事業者が、既存事業でのノウハウを活かして、地域の
特産物等を取り扱う地域商社型のECサイトの運営に取り組む場合

要件 要件を満たす考え方

①製品等の新規性要件
新たに製造等する製品等が新規性を有するもの
であること

新たに提供する商社型ECサイトサービスが、過去に提供した実績のないサービス
であれば要件を満たす。

②市場の新規性要件
新たに製造等する製品等の属する市場が新たな
市場（既存事業とは異なる顧客層）であること

商社型ECサイトとアプリ・WEBサイトでは、自社の商品をECサイトに掲載したい
事業者とアプリ・WEBサイトの作成依頼者で明確に顧客層が異なり、要件を満た
す。

③新事業売上高要件
新たな製品等の売上高（又は付加価値額）が、
応募申請時の総売上高の10％（又は総付加価値
額の15％）以上となること

事業計画期間最終年度において、商社型ECサイトの運営による売上高が応募申請
時の総売上高の10%（又は総付加価値額の15％）以上となる計画を策定すること
で要件を満たす。

【既存事業】 【新規事業】

アプリ・WEBサイトの開発 商社型ECサイトの運営
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補助対象経費の区分

⚫ 補助対象経費には以下9つの経費区分があり、補助対象経費には機械装置・システム構築費、
建物費のいずれかを含む必要があります

5. 補助対象経費/補助対象外経費

補助対象

経費

機械装置・システム構築費
(リース料を含む)

建物費
(構築物費を含む)

運搬費 技術導入費

知的財産権等関連費 外注費

専門家経費 クラウドサービス利用費

広告宣伝・販売促進費

※いずれかを含む必要あり

補助対象経費の区分
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補助対象経費（1/4）

⚫ 以下条件を満たす機械装置・システム構築費及び建物費は補助対象経費として申請可能です

5. 補助対象経費/補助対象外経費

機械装置・
システム
構築費

専ら補助事業のために使用される

「機械及び装置」、「器具及び備品」、「工具」、「専用ソフトウェア・情報システム等」

対象となる物品の以下が補助対象経費として申請可能

• 購入

• 製作・構築

• 借用

• 改良

• 据付け

• 運搬

建物費
(構築物費を

含む)

専ら補助事業のために使用される

「生産施設」、「加工施設」、「販売施設」、「検査施設」、

「作業場」、「その他事業実施に必要な建物」、「建物に付随する構築物」

対象の建物に対する以下が補助対象経費として申請可能

• 建設・改修 • 撤去

補助対象経費

補助対象経費/補助対象外経費については、公募要領を必ずご参照ください。
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補助対象経費（2/4）

⚫ 以下条件を満たす運搬費、技術導入費及び知的財産権等関連経費は補助対象経費として申請可
能です

5. 補助対象経費/補助対象外経費

運搬費
「運搬料」、「宅配・郵送料等」

補助対象経費

技術

導入費

補助事業遂行のために必要な「知的財産権等の導入費」

補助事業の開発成果の事業化にあたり必要となる特許権等の知的財産権等の取得に要する

「弁理士の手続代行費用」、「外国特許出願のための翻訳料」、
「国際規格認証の取得に係る経費」 等

知的財産権
等関連経費

補助対象経費/補助対象外経費については、公募要領を必ずご参照ください。
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補助対象経費（3/4）

⚫ 以下条件を満たす外注及び専門家経費は補助対象経費として申請可能です

5. 補助対象経費/補助対象外経費

補助事業遂行のために必要な専門家に支払われる「コンサルティング費」、「旅費」 等

専門家経費

※「旅費」は事務局が定める「補助事業の旅費支給に関する基準」に準じます。

専門家 謝金単価上限(円/日)

大学教授、弁護士、弁理士、公認会計士、医師 5万

准教授、技術士、中小企業診断士、ITコーディネータ 4万

上記以外 2万

補助対象経費

外注費

補助事業遂行のために必要な「加工、設計・検査等の外注(請負・委託等)費」
※外注先との書面契約が必要です

補助対象経費/補助対象外経費については、公募要領を必ずご参照ください。
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補助対象経費（4/4）

⚫ 以下条件を満たすクラウドサービス利用費及び広告宣伝・販売促進費は補助対象経費として申請可能で
す

5. 補助対象経費/補助対象外経費

補助事業で開発又は提供する製品・サービスに必要な

「広告(パンフレット、動画、写真等)の作成費」、

「広告の媒体掲載費」、「展示会出展費」 等

※交付決定後の発注・契約が前提となります。 ※相見積書および価格の妥当性が確認できる証憑の提出が必要です。

広告宣伝・
販売促進費

専ら補助事業のために使用されるクラウドサービスやWEBプラットフォーム等の

「サーバーの領域を借りる費用」、「サーバー上のサービスを利用する費用」、

クラウドサービス利用に付帯する「ルータ使用料・プロバイダ契約料・通信料」 等

クラウド
サービス
利用費

補助対象経費

補助対象経費/補助対象外経費については、公募要領を必ずご参照ください。
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書面審査｜審査項目（1/2）

⚫ 書面審査においては、以下の点を中心に審査を行います

⚫ 申請システムに入力された内容をもとに審査を行い、添付された事業計画書等は参考書類とし
て取り扱います

7. 審査基準

新規事業の有望度

3

• 継続的に売り上げ・利益を確保でき、参入可能な事業か

• 自社に明確な優位性を確立する差別化が可能か

事業の実現可能性

4

• 事業化の遂行方法、スケジュールや課題解決方法が
明確かつ妥当か

• 財務状況や体制・経営資源から適切に事業が行えるか

補助対象事業としての適格性

• 公募要領の記載要件を満たすか

• 目標値の実現可能性が高い事業計画となっているか

1

新規事業の
新市場性・高付加価値性*

• 社会における一般的な普及度や認知度が低いもの
であるか

• 高水準の高付加価値化・高価格化を図るものであるか

2

審査項目

* 「新市場・高付加価値事業とは」もご参照ください。
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書面審査｜審査項目（2/2）

⚫ 書面審査においては、以下の点を中心に審査を行います

⚫ 申請システムに入力された内容をもとに審査を行い、添付された事業計画書等は参考書類とし
て取り扱います

7. 審査基準

※賃上げ特例の適用を希望する事業者に限る

審査基準については、公募要領を必ずご参照ください。

審査項目

大規模な賃上げ計画の妥当性

7

• 大規模な賃上げ取り組み内容が妥当か

• 継続的に利益の増加等を人件費に充当しているか

公的補助の必要性

• 国が補助する積極的な理由がある事業はより高く評価

• 地域やサプライチェーンのイノベーションに貢献し得
る事業か

5

政策面

• 日本経済の構造転換を促すか

• 経済成長・イノベーションを牽引し得るか

6
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